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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粉末積層造形に用いる造形用材料であって、
　セラミックを含む第１粉末と、金属を含む第２粉末と、を含み、
　前記第１粉末と、前記第２粉末とは、焼結により結合されて造粒焼結粒子を構成してお
り、
　前記造粒焼結粒子の顆粒強度は、１ＭＰａを超えて１００００ＭＰａ未満であって、
　平均粒子径は５０μｍ以下である、造形用材料。
【請求項２】
　前記造粒焼結粒子の顆粒強度は、１０ＭＰａ以上５０００ＭＰａ以下である、請求項１
に記載の造形用材料。
【請求項３】
　平均粒子径は、１μｍ以上１００μｍ以下である、請求項１または２に記載の造形用材
料。
【請求項４】
　前記第１粉末および前記第２粉末の平均粒子径は、０．１μｍ以上２０μｍ以下である
、請求項１～３のいずれか１項に記載の造形用材料。
【請求項５】
　前記第１粉末と前記第２粉末との合計に占める、前記第２粉末の割合は、１０質量％以
上９０質量％以下である、請求項１～４のいずれか１項に記載の造形用材料。
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【請求項６】
　前記第１粉末は炭化物セラミックである、請求項１～５のいずれか１項に記載の造形用
材料。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の造形用材料の三次元造形物である、物品。
【請求項８】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の造形用材料を用いて三次元造形を行う、三次元造
形物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粉末積層造形に用いるための造形用材料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　付加製造（Additive manufacturing）技術では、材料を付着することによって３次元形
状の数値表現（典型的には３ＤＣＡＤデータ）をもとに物体を作製する。典型的には、造
形用材料（Additive Manufacturing materials）を造形すべき造形物の断面に対応する形
状の薄層として接合または焼結し、この薄層を順次積み重ねていくことで、目的の三次元
形状を造形する。この付加製造においては、これまで、その扱いやすさから樹脂材料を使
用した樹脂製品の造形が広く行われていた。しかしながら、近年では、金属やサーメット
を含む粉末材料を用い、成形型を必要とせずに金属やサーメットからなる部材を直接造形
する、粉末積層造形技術の向上が求められている（例えば、特許文献１および２参照）。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】S. Kumar, J. MATER. PROCESS. TECHNOL 209(2009)3840-3848
【非特許文献２】近畿大学次世代基盤技術研究所報告 Vol.2 (2011）95-100
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　粉末積層造形用の粉末材料については、高品質な造形物を得るために、その性状を調整
することが重要となることが知られている。例えば、積層造形に使われる粉末は、粒度が
そろい、各粒子が真球状に近く、粒子の内部にポロシティ（気孔）の少ないことが要求さ
れている。しかしながら、このような従来の粉末材料を用いて造形された造形物の相対密
度は、粉末を構成する粒子間に必然的に空隙が生じることから、１００％には満たないと
いう問題があった。
【０００５】
　そのため、例えば、金属部材の粉末積層造形において、必ずしも全範囲で高い相対密度
が要求されるわけではない場合には、例えば金属部材の内部のコア（核）は低密度の造形
を行い、表面部分のシェル（殻）のみを高密度に造形することが行われている。この場合
、例えば、低密度のコアは、熱源として高出力レーザを使用して１走査あたりの積層厚み
を比較的大きく（例えば、９０μｍ程度）として造形するのに対し、高密度のシェル部分
はやや低出力なレーザを用い、１走査あたりの積層厚みを薄く（例えば、３０μｍ以下に
）して造形するなどの工夫が為されている。
　したがって、中心部にまで高密度を要求される部材の製造に際しては、長大な時間をか
けて積層厚の薄い造形を繰り返し行う必要があるとの課題があった。あるいは、他の手法
として、造形後のポーラスな造形物にブロンズなどを溶浸させて相対密度を高めたり、粉
末材料にレーザ吸収剤をコーティングしてレーザ吸収率を高めるなどの対策がとられたり
もしている。
【０００６】
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　セラミック成分を含むサーメットの粉末材料は、一般に、金属材料や樹脂材料と比較し
て融点および機械的強度が高い。したがって、上記の問題は、一般に金属よりも融点の高
いセラミックを含む部材の造形においてより一層顕著となり得る。したがって、例えば、
セラミックを含む粉末積層造形物の相対密度については、様々な造形条件や粉末材料の性
状を厳格に調整した場合であっても、６０％程度にしか達しないのが現状である。またそ
の場合であっても、より長大な造形時間を要するとの課題は依然として存在し得た。
【０００７】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、その目的は、粉末積層造形に用いる
ための粉末状の造形用材料であって、セラミックを含みながらも高密度な造形物をより効
率的に造形することが可能な新規な造形用材料を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、ここに開示される技術は、粉末積層造形に用いる造形用材
料を提供する。この造形用材料は、セラミックを含む第１粉末と、金属を含む第２粉末と
、を含む。この上記第１粉末と、上記第２粉末とは、焼結により結合されて造粒焼結粒子
を構成している。そしてこの造粒焼結粒子の顆粒強度は、１ＭＰａを超えて１００００Ｍ
Ｐａ未満であることを特徴としている。
【０００９】
　従来の粉末状の造形用材料の常識では、造形物中の気孔の形成を避けるために、造形用
材料はポロシティ（気孔）の少ないものであることが重要な条件の一つであった。これに
対し、ここに開示される材料は、上記のとおり造粒焼結粒子の形態で実現される。換言す
ると、第１粉末および第２粉末を１次粒子とし、この１次粒子が焼結された２次粒子の形
態を有している。したがって造粒焼結粒子には、必然的に間隙（気孔）が形成され得る。
換言すると、複数の一次粒子は間隙をもって三次元的に結合されている。このような形態
を有することにより、セラミックを含む造形用材料であっても溶融され易くなり、緻密な
造形物の造形が可能とされる。
【００１０】
　なお、このような造粒焼結粒子（すなわち二次粒子）において、一次粒子は二次粒子よ
りも相対的に小さく、軽量であり得る。すると、粉末積層造形に供した場合、例えばレー
ザの照射により造粒焼結粒子が崩壊することが考えられる。このとき崩壊された造粒焼結
粒子が飛散すると、その飛散分が造形用材料の減量に繋がり、造形効率および造形速度が
低下してしまう。また、通常の粉末造形におけるスライスデータに基づき造形を行うと、
寸法精度が劣ってしまうというという問題が生じ得る。そこで、ここに開示される技術で
は、造粒焼結粒子における一次粒子同士を焼結させ、顆粒強度が１ＭＰａを超えて１００
００ＭＰａ未満となるように調整している。これにより、上記造形における造粒焼結粒子
の崩壊に起因する問題の発生を抑制するようにしている。顆粒強度は、１０ＭＰａ以上５
０００ＭＰａ以下であることがより好ましい。これにより、例えば、レーザ強度を低減さ
せたり、レーザ走査速度を低下させたりする必要なく、緻密な造形物の造形を可能とする
造形用材料が提供される。さらには、レーザ走査速度をより速めても緻密な造形物の造形
が可能な造形用材料が提供される。
【００１１】
　なお、金属を含む第２粒子は、より少ないエネルギーで溶融して、第１粉末の溶融を促
し得る。さらに、第１粉末と第２粉末とが造粒されていることにより、造形物において第
１粉末に由来する成分と、第２粉末に由来する成分とが分離することが抑制され得る。こ
れにより、ここに開示される造形用材料は、均質な造形物を得ることができるという利点
も有している。
【００１２】
　ここに開示される造形用材料の好ましい態様において、平均粒子径は、１μｍ以上１０
０μｍ以下である。このことにより、汎用されている造形装置に適した大きさの造形用材
料が提供される。
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【００１３】
　ここに開示される造形用材料の好ましい態様において、上記第１粉末および上記第２粉
末の平均粒子径は、０．１μｍ以上２０μｍ以下である。このことにより、より溶融され
易く緻密な造形物の造形が可能な造形用材料が提供される。例えば、レーザ強度を高めて
も崩壊し難く、かつ、気泡の少ない緻密な造形物の造形が可能な造形用材料が提供される
。
【００１４】
　ここに開示される造形用材料の好ましい態様において、上記第１粉末と上記第２粉末と
の合計に占める、上記第２粉末の割合は、１０質量％以上９０質量％以下である。これに
より、より広い組成および組織の造形物を積層造形することができるために好ましい。
【００１５】
　ここに開示される造形用材料の好ましい態様において、上記第１粉末は炭化物セラミッ
クである。このことにより、第２粉末との親和性が良好となり、硬度が高く均質な造形物
を造形することができる。
【００１６】
　以上の造形用材料は、構成成分としてセラミックを含みながらも、かかるセラミックは
造形用材料中に一次粒子の形態で含まれ得る。またこの造形用粒子は崩壊することなく溶
融して造形に供される。そのため、一般的な条件での粉末積層造形によって、１層あたり
の造形厚みの低減を抑えて緻密な造形物を造形することが可能である。このような観点か
ら、ここに開示される技術は、上記の造形用材料の三次元造形物をも提供する。
　また、他の側面において、ここに開示される技術は、上記の造形用材料を用いて三次元
造形を行うことを特徴とする三次元造形物の製造方法をも提供する。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】一実施形態にかかる造形用材料の走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）像である。
【図２】他の実施形態にかかる造形用材料の走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）像である。
【図３】粉末積層造形を実施するための装置を説明する断面簡略図である。
【図４】（ａ）比較例と（ｂ）実施例に係る造形物の断面ＳＥＭ像である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。なお、本明細書において特に言及している
事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、本明細書に記載された発明の実施
についての教示と当該分野における出願時の技術常識とに基づいて当業者に理解され、実
施することができる。また、図面の寸法比率は、説明の都合上誇張されており、実際の比
率とは異なる場合がある。また、本明細書において、範囲を示す「Ｘ～Ｙ」は「Ｘ以上Ｙ
以下」を意味し、「重量」と「質量」、「重量％」と「質量％」および「重量部」と「質
量部」は同義語として扱う。
【００１９】
（造形用材料）
　ここに開示される「造形用材料」は、粉末積層造形に用いるための粉末状の材料である
。粉末積層造形とは、付加製造技術において造形物の材料として粉末状の材料を用いる各
種の造形手法を広く包含する。粉末積層造形における造形用材料を結合（付着）させるた
めの手段は特に制限されない。具体的には、例えば、バインダジェット法に代表される結
合剤噴射（Binder jetting）法、レーザ肉盛り溶接，電子ビーム肉盛り溶接，アーク溶接
等に代表される指向性エネルギー堆積（Directed energy deposition）法、レーザ焼結法
，レーザ選択焼結（Selective Laser Sintering：ＳＬＳ）法，電子ビーム焼結法等に代
表される粉末床溶融結合（Powder bed fusion）法等と呼ばれるものが含まれる。ここに
開示される造形用材料は緻密な造形物の造形に好適であるとの観点から、指向性エネルギ
ー堆積法、粉末床溶融結合法を採用することが特に好ましい。
【００２０】
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　ここに開示される造形用材料は、セラミックを含む第１粉末と、金属を含む第２粉末と
、を含んでいる。そして第１粉末と、第２粉末とは、焼結により結合されて造粒焼結粒子
を構成している。図１は、造形用材料の一実施形態を示す走査型電子顕微鏡（Scanning E
lectron Microscope：ＳＥＭ）像である。この例では、比較的丸みを帯びた大きめの粒子
が金属粉末（第２粉末）であり、より小さめの粒子がセラミック粉末（第１粉末）である
。ここに開示される造形用材料は、このように、あたかも第１粉末および第２粉末を一次
粒子とし、造粒焼結粒子が２次粒子の体を為しているとも理解することができる。なお、
金属粉末を構成する粒子と、セラミック粉末を構成する粒子とは、概ね均一に混合、分散
された状態で二次粒子を構成している。このような造形用材料において、第１粉末や第２
粉末が一次粒子の形態で含まれることが許容（例えば１０質量％以下）されるのは言うま
でもない。
【００２１】
（第１粉末）
　第１粉末は本質的にセラミックを含む。第１粉末は、典型的には、主成分としてセラミ
ックを含む。ここでいう主成分とは、第１粉末の７０質量％以上を占める成分を意味する
。第１粉末は、好ましくは８０質量％以上、より好ましくは９０質量％以上、特に好まし
くは９５質量％以上（典型的には９８質量％以上）がセラミックからなることが好ましい
。第１粉末におけるセラミック以外の成分としては、樹脂やセラミック以外の無機材料、
金属が挙げられる。セラミック以外の成分については特に制限されないが、例えば、後述
する金属成分であり得る。これらはセラミックと一体化（複合化）されて第１粉末を構成
するものである。
【００２２】
　セラミックとしては、例えば、各種金属の酸化物からなるセラミック（酸化物系セラミ
ック）材料であってもよいし、炭化物、ホウ化物、窒化物、アパタイト等の非酸化物から
なるセラミック材料であってよい。
　ここで、酸化物系セラミックとしては、特に限定されることなく各種の金属の酸化物と
することができる。かかる酸化物系セラミックを構成する金属元素としては、例えば、Ｂ
、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｂ、Ｂｉ等の半金属元素、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｚｎ、Ａｌ、Ｇａ
、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ等の典型元素、Ｓｃ、Ｙ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｖ、Ｎｂ、Ｔａ、Ｃｒ
、Ｍｏ、Ｗ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ等の遷移金属元素、Ｌａ、Ｃｅ
、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｓｍ、Ｅｒ、Ｌｕ等のランタノイド元素から選択される１種または２種以
上が挙げられる。なかでも、Ｍｇ、Ｙ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｚｎ、Ａｌ、Ｅ
ｒから選択される１種または２種以上の元素であることが好ましい。
【００２３】
　酸化物系セラミックとして、より具体的には、例えば、アルミナ、ジルコニア、イット
リア、クロミア、チタニア、コバルタイト、マグネシア、シリカ、カルシア、セリア、フ
ェライト、スピネル、ジルコン、酸化ニッケル、酸化銀、酸化銅、酸化亜鉛、酸化ガリウ
ム、酸化ストロンチウム、酸化スカンジウム、酸化サマリウム、酸化ビスマス、酸化ラン
タン、酸化ルテチウム、酸化ハフニウム、酸化バナジウム、酸化ニオブ、酸化タングステ
ン、マンガン酸化物、酸化タンタル、酸化テルピウム、酸化ユーロピウム、酸化ネオジウ
ム、酸化スズ、酸化アンチモン、アンチモン含有酸化スズ、酸化インジウム、スズ含有酸
化インジウム、酸化ジルコニウムアルミネート、酸化ジルコニウムシリケート、酸化ハフ
ニウムアルミネート、酸化ハフニウムシリケート、酸化チタンシリケート、酸化ランタン
シリケート、酸化ランタンアルミネート、酸化イットリウムシリケート、酸化チタンシリ
ケート、酸化タンタルシリケート等が挙げられる。
【００２４】
　また、非酸化物系セラミックとしては、例えば、炭化タングステン、炭化クロム、炭化
バナジウム、炭化ニオブ、炭化モリブデン、炭化タンタル、炭化チタン、炭化ジルコニウ
ム、炭化ハフニウム、炭化ケイ素、炭化ホウ素などの炭化物、ホウ化モリブデン、ホウ化
クロム、ホウ化ハフニウム、ホウ化ジルコニウム、ホウ化タンタル、ホウ化チタンなどの
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ホウ化物、窒化ホウ素、窒化チタン、窒化ケイ素、窒化アルミニウム等の窒化物、フオル
ステライト、ステアタイト、コーディエライト、ムライト、チタン酸バリウム、チタン酸
鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、Ｍｎ－Ｚｎフェライト、Ｎｉ－Ｚｎフェライト、サイアロン
等の複合化物、ハイドロキシアパタイト、リン酸カルシウム等のリン酸化合物等が挙げら
れる。
【００２５】
　以上のセラミックは、任意の元素がドープ又は置換されていてもよい。また、これらの
セラミックは、いずれか１種を単独で含まれていてもよいし、２種以上が組み合わされて
含まれていてもよい。例えば、２種以上のセラミックが含まれる場合には、その一部また
は全部が複合化物を形成していても良い。このような複合化されたセラミックの例として
は、例えば、具体的には、イットリア安定化ジルコニア、部分安定化ジルコニア、ガドリ
ニウムドープセリア、ランタンドープチタン酸ジルコン酸鉛や、上記のサイアロン、上記
複合酸化物等が挙げられる。かかる複合化物からなる第１粉末を用いることで、当該複合
化物を含む造形物を造形することができる。
【００２６】
（第２粉末）
　第２粉末は本質的に金属を含む。第２粉末は、典型的には、主成分として金属を含む。
ここでいう主成分とは、第２粉末の７０質量％以上を占める成分を意味する。第２粉末は
、好ましくは８０質量％以上、より好ましくは９０質量％以上、特に好ましくは９５質量
％以上（典型的には９８質量％以上）が金属からなることが好ましい。第２粉末における
金属以外の成分としては、樹脂や、セラミックおよびガラス等の無機材料が挙げられる。
これらは金属と一体化（複合化）されて第２粉末を構成するものである。
【００２７】
　金属としては特に制限されず、例えば、上記のセラミックの構成元素として挙げた各種
の金属元素の単体や、これらの元素と他の１種以上の元素とからなる合金等であってよい
。金属の単体としては、例えば、典型的には、マグネシウム（Ｍｇ），アルミニウム（Ａ
ｌ），チタン（Ｔｉ）， クロム（Ｃｒ），マンガン（Ｍｎ），鉄（Ｆｅ），コバルト（
Ｃｏ），ニッケル（Ｎｉ），銅（Ｃｕ），亜鉛（Ｚｎ），ジルコニウム（Ｚｒ），金（Ａ
ｕ），銀（Ａｇ），白金（Ｐｔ），イリジウム（Ｉｒ），ビスマス（Ｂｉ），ニオブ（Ｎ
ｉ），モリブデン（Ｍｏ），錫（Ｓｎ），タングステン（Ｗ）および鉛（Ｐｂ）等が例示
される。
　また、合金としては、一例として、Ｃｕ－Ａｌ合金，Ｃｕ－Ａｌ－Ｆｅ合金，Ｃｕ－Ｎ
ｉ合金，Ｃｕ－Ｎｉ－Ｉｎ合金等に代表される銅合金、Ｎｉ－Ａｌ合金，Ｎｉ－Ｃｒ合金
（例えば、Ｎｉ－２０Ｃｒ合金、Ｎｉ－５０Ｃｒ合金、インコネル），Ｎｉ－Ｃｒ－Ｆｅ
合金（例えばインコロイ），Ｎｉ－Ｃｒ－Ａｌ合金，ハステロイ（Ｎｉ－Ｆｅ－Ｍｏ合金
，Ｎｉ－Ｃｒ－Ｍｏ合金），Ｎｉ－Ｃｕ合金（例えば、モネル）等に代表されるニッケル
合金、コバルトを主成分とし、Ｃｏ－Ｃｒ－Ｗ合金（例えば、ステライト），Ｃｏ－Ｃｒ
－Ｎｉ－Ｗ－Ｃ合金，Ｃｏ－Ｍｏ－Ｃｒ－Ｓｉ合金，Ｃｏ－Ｃｒ－Ａｌ－Ｙ合金等に代表
されるコバルト合金、Ｎｉ－Ｃｒ－Ｆｅ－Ｓｉ－Ｂ－Ｃ合金，Ｎｉ－Ｃｒ－Ｍｏ－Ｃｕ－
Ｆｅ－Ｓｉ－Ｂ－Ｃ合金等に代表されるＮｉ自溶合金、Ｃｏ－Ｎｉ－Ｃｒ－Ｍｏ－Ｆｅ－
Ｓｉ－Ｂ－Ｃに代表されるＣｏ自溶合金、マルエージング鋼に代表される低炭素鋼、炭素
鋼、ＳＵＳ３０４，ＳＵＳ３１６，ＳＵＳ４１０，ＳＵＳ４２０Ｊ２，ＳＵＳ４３１等に
代表されるステンレス鋼、Ｔｉ－６Ａｌ－４Ｖに代表されるチタン合金等が挙げられる。
なお、ここでいう合金とは、上記の金属元素と、他の１種以上の元素からなり、金属的な
性質を示す物質を包含する意味であって、その混ざり方は、固溶体、金属間化合物および
それらの混合のいずれであってもよい。
　以上の金属および合金は、いずれか１種が単独で含まれていてもよいし、２種以上が組
み合わされて含まれていてもよい。
【００２８】
（造粒焼結粒子）
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　ここに開示される造形用材料は、上記のとおり二次粒子の形態を有する造粒焼結粒子の
集合として構成されている。ここで造粒焼結粒子とは、一次粒子が焼結され、一体となっ
て一つの粒のように振る舞う粒子状物（粒子の体をなしたもの）をいう。そしてここでい
う「焼結」とは、一次粒子同士が直接的に結合した状態をいう。したがって、焼結は、固
相焼結および液相焼結のいずれであってもよい。また、本明細書でいう焼結は、いわゆる
融着，溶融結合を含み得る。
【００２９】
　このような造形用材料は、例えば、顆粒粒子（単に造粒粒子という場合もある。）、コ
ア粒子の周りに微粒子が結合されてなる微粒子被覆粒子等の形態の二次粒子（粒子集合体
）において、個々の一次粒子が焼結により強固に一体化されることにより実現される。な
お、粉末積層造形におけるエネルギー源としては、レーザ、電子ビーム、アーク等が汎用
されており、これらが造形用材料に照射されたときには高いエネルギーが解放されて造形
用材料に衝撃が生じ得る。かかる衝撃により、単なる造粒粒子は崩壊したり、一次粒子が
飛散したりする虞がある。かかる事態の発生を避けるため、造粒粒子は焼結により個々の
一次粒子が結合された、いわゆる造粒焼結粒子として構成される。この造粒焼結粒子は、
エネルギー源としてより強度の高いレーザ等を照射された場合であっても、造形用材料の
崩壊および飛散等が生じ難いために好ましい。このことは、造形物の造形精度および品質
を損なうことなく、造形速度の高速化に繋がり得る（例えば、レーザ走査速度を速め得る
、あるいはレーザ走査速度を低減する必要がない）ために好ましい。
【００３０】
　　（顆粒強度）
　造形用材料を構成する造粒焼結粒子の顆粒強度は、１ＭＰａを超えるように規定するこ
とができる。これにより、造形のためのエネルギーにより造粒焼結粒子が崩壊したり、飛
散したりするのを好適に抑制することができる。その結果、造形エリアへの材料粉末の供
給が安定するため、ムラの無い高品質な造形物を造形できるために好ましい。なお、おお
よその目安として、例えば、バインダにより造粒一体化された造粒粒子は、顆粒強度が１
ＭＰａに満たないと考えることができる。造粒焼結粒子の顆粒強度は、１０ＭＰａ以上で
あるのが好ましく、５０ＭＰａ以上であるのがより好ましく、１００ＭＰａ以上（例えば
２００ＭＰａ以上）であるのが特に好ましい。しかしながら、発明者らの検討によると、
顆粒強度が強すぎると、造形用材料を十分に溶融させるのが困難となるために好ましくな
い。また、顆粒強度強すぎる造粒焼結粒子は、概ね造粒されていない単一粒子と類似した
構成となるまで焼結が進行し、球状化した粒子とその性状が似たものとなってしまう。か
かる観点から、顆粒強度は１００００ＭＰａ未満とする。顆粒強度は５０００ＭＰａ以下
であるのが好ましく、２５００ＭＰａ以下であるのがより好ましく、１０００ＭＰａ以下
（例えば８００ＭＰａ以下）であるのが特に好ましい。
【００３１】
　本明細書において、造形用材料を構成する造粒焼結粒子の「顆粒強度」は、電磁力負荷
方式の圧縮試験機を用いて測定される当該粒子の破壊強度を採用することができる。具体
的には、加圧圧子と加圧板との間に一つの造粒焼結粒子を固定し、電磁力により加圧圧子
と加圧板との間に一定の増加割合で圧縮の負荷力を与えていく。圧縮は定負荷速度圧縮方
式で行い、その際の測定試料の変形量を測定していく。測定した試料の変形特性結果を専
用のプログラムで処理することで、強度値（破壊強度）を計算することができる。本明細
書においては、造形用材料を構成する任意の１０個以上の造粒焼結粒子について、微小圧
縮試験装置（株式会社島津製作所製、ＭＣＴ－５００）を用いて測定した破壊強度の算術
平均値を、顆粒強度として採用している。なお、各造粒焼結粒子について、圧縮試験にて
得られた臨界荷重をＬ［Ｎ］、平均粒子径をｄ［ｍｍ］としたとき、造粒焼結粒子の破壊
強度σ［ＭＰａ］は、次式：σ＝２．８×Ｌ／π／ｄ２；で算出される。
【００３２】
　このような造形用材料は、第１粉末を構成する粒子（典型的には一次粒子である）およ
び第２粉末を構成する粒子（典型的には一次粒子である）の間には間隙が存在する。そし
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て個々の一次粒子間には間隙が形成され、一次粒子は互いに３次元的に結合される。これ
によって、造形用材料はエネルギー源（熱源）からエネルギーを受け取りやすく、溶解し
やすいという利点がある。その結果、二次粒子間の間隙は容易に消失されて、例えば鋳型
を使用して製造する焼結体（バルク体）に近い、緻密性の高い高硬度な造形物を得ること
ができる。
【００３３】
　特に、この造形用材料は、セラミックを含む第１粉末のみではなく、一般にセラミック
よりも融点の低い金属を含む第２粉末を含んでいる。また造粒焼結粉を構成する個々の粒
子の間には、必然的に間隙（気孔）が形成され得る。換言すると、複数の一次粒子は間隙
をもって三次元的に結合されている。このことにより、造形用材料においては第２粉末の
溶融が先行し、第２粉末の融液が第１粉末の表面に濡れ広がることができる。あるいは、
第２粉末が溶融してなるマトリックス内に、第１粉末を分散状態で取り込むことができる
。これにより、第１粉末の溶融を促進させられて、緻密な造形物を得ることができる。あ
るいは、金属相中にセラミック相が分散された形態の緻密な造形物を得ることができる。
【００３４】
　また、従来の粉末積層造形で使用されてきた粉末材料は、平均粒子径が小さく（例えば
２０μｍ以下）なると粉末を構成する粒子間の接触面積の影響が大きくなるため、流動中
の抵抗が増大し、流動性が低下する傾向にあった。これに対し、ここに開示される造形用
材料は、たとえ一次粒子の平均粒子径が小さくても、この一次粒子が二次粒子の形態で造
形用材料を構成しているため、二次粒子の平均粒子径に対応した良好な流動性を備えるこ
とができる。
【００３５】
　なお、この造形用材料は、造粒焼結粒子を構成する一次粒子の間に十分な間隙が設けら
れ得る。このような「間隙」とは、例えば、一次粒子が最密充填された場合に必然的に形
成される空間よりも、より広い空間を意味している。かかる「間隙」は、好ましくは、当
該一次粒子が最密充填された場合に必然的に形成される空間の、１．１倍（１．２倍）以
上の空間であり得る。この間隙については、例えば、比表面積・細孔分布測定装置等で確
認することができる。
【００３６】
　このように一次粒子の平均粒子径を微細にすることで、例えば、かかる造形用材料を構
成する二次粒子自体の融点よりも低い温度で軟化または溶融させることができる。このこ
とは、これまでに予想されていない、全く新しい知見であり得る。したがって、かかる造
形用材料は、例えば、粉末積層造形において従来のエネルギー（例えば、レーザにおいて
はレーザ出力）よりも低い状態で軟化または溶融させることができ、プロセスのコストダ
ウンが可能となる。また、二次粒子の軟化または溶融効率が上がるため、例えば、レーザ
走査速度を低下させることなく、さらにはレーザ走査速度を速めて、気孔率の少ない緻密
な三次元造形物の作製が可能となる。これにより、例えば、当該造形用材料のバルクに近
い特性を有する三次元造形物の作製が可能となる。
【００３７】
（造形用材料の平均粒子径）
　造形用材料の平均粒子径は特に制限されず、例えば、使用する粉末積層造形装置の規格
に適した大きさとすることができる。例えば、粉末積層造形における造形用材料の供給に
適した大きさであり得る。造形用材料の平均粒子径の上限は、より大きいものとする場合
には、例えば、１００μｍ超過とすることができるが、典型的には１００μｍ以下とする
ことができ、好ましくは７５μｍ以下、より好ましくは５０μｍ以下、さらに好ましくは
４０μｍ以下とすることができる。造形用材料は、平均粒子径が小さくなるにつれて、例
えば造形エリアにおいて造形用材料の充填率が向上し得る。その結果、造形される三次元
造形物の緻密度を好適に増すことができる。また、造形される三次元造形物の表面粗さ（
Ｒａ）を小さくできるとともに、寸法精度を向上させるという効果を得ることもできる。
さらに、本発明における造形用材料は間隙を備えているため、積層造形において付着させ
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た造形用材料を固化する際の固化効率が向上されるという利点もある。
【００３８】
　また、造形用材料の平均粒子径の下限は、造形用材料の流動性に影響を与えない範囲で
あれば特に制限されない。これに限定されるものではないが、より小さいものとする場合
には、例えば、１０μｍ以下、さらには５μｍ以下等とすることができる。しかしながら
、ここに開示される造形用材料は、二次粒子の形態を有しているため必ずしも平均粒子径
を小さくする必要はない。したがって、例えば、造形用材料を形成する際のハンドリング
や造形用材料の流動性を考慮した場合には、平均粒子径の下限を１μｍ以上とすることが
でき、５μｍ以上が適切であり、１０μｍ以上が好ましく、例えば、２０μｍ以上がより
好ましい。造形用材料の平均粒子径が大きくなるにつれて、造形用材料の流動性が向上す
る。その結果、造形装置への造形用材料の供給を良好に実施することができ、作製される
三次元造形物の仕上がりが良好となるために好ましい。
【００３９】
　なお、通常、例えば平均粒子径が１０μｍ未満程度の微細な粉末材料は、粒子形状の制
御が困難となり、また、比表面積が増大されるため、流動性が低下し得る。そのため、こ
のような粉末材料を粉末積層造形に用いると、粉末材料の供給の際の平坦化が困難となり
がちである。そしてさらに、その質量の小ささから、かかる粉末材料の飛散等が発生し、
ハンドリングが困難となり得る。これに対し、ここに開示される造形用材料では、平均粒
子径の小さい複数の一次粒子を間隙をもって３次元的に焼結させた二次粒子で構成されて
いる。これにより、一次粒子の形態は維持しつつも、粒子の重みづけを実現することがで
きる。また、上記のとおり、組成の異なる第１粉末と第２粉末とを含んでいても、造形用
材料における成分濃度を均一に保つことができる。これによって、より平均粒子径の小さ
い一次粒子を用いることによる利点と、より平均粒径の大きな二次粒子を用いることによ
る利点とを両方兼ね備えた、全く新しい粉末積層造形用の造形用材料が提供され得る。
【００４０】
（一次粒子の平均粒子径）
　一方で、ここに開示される造形用材料において、二次粒子を構成する第１粉末および第
２粉末の平均粒子径は、例えば、２０μｍ以下（２０μｍ未満）であることが好ましく、
１０μｍ以下（１０μｍ未満）であることがより好ましく、例えば１０μｍ以下とするこ
とができる。このように一次粒子の平均粒子径を微細にすることで、より一層緻密で微細
な三次元造形物を作製することが可能となる。また、第１粉末および第２粉末の平均粒子
径は、例えば、１ｎｍ以上とすることができ、２００ｎｍ以上であることがより好ましく
、例えば５００ｎｍ以上とすることができる。このように一次粒子の平均粒子径を微細に
することで、より一層緻密で微細な三次元造形物を作製することが可能となる。
【００４１】
　なお、第１粉末と第２粉末とでは、一般に、第１粉末の方が融点が高くて溶け難い。し
たがって、より造形に適した造形用材料を構成するとの観点から、第１粉末の平均粒子径
Ｄ１を、第２粉末の平均粒子径Ｄ２よりも小さくすることが好ましい態様であり得る。第
１粉末の平均粒子径Ｄ１と第２粉末の平均粒子径Ｄ２とは、これに限定されるものではな
いが、例えば、Ｄ１＜Ｄ２を満たすことが好ましく、Ｄ１≦０．７×Ｄ２がより好ましく
、Ｄ１≦０．５×Ｄ２が特に好ましい。例えば、Ｄ１≦０．３×Ｄ２とすることができる
。また、第１粉末の平均粒子径Ｄ１と第２粉末の平均粒子径Ｄ２とは、０．０５×Ｄ２≦
Ｄ１が好ましく、０．０７×Ｄ２≦Ｄ１がより好ましく、０．１×Ｄ２≦Ｄ１が特に好ま
しい。
好ましい。
【００４２】
　なお、本明細書において、造形用材料の「平均粒子径」とは、特筆しない限り、レーザ
回折・散乱法に基づく粒度分布測定装置により測定された体積基準の粒度分布における積
算値５０％での粒子径（５０％体積平均粒子径；Ｄ５０）を意味する。しかしながら、例
えば、平均粒子径が１μｍに満たない粒子群については、動的光散乱法や、電子顕微鏡観
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察に基づいて、その平均粒子径を測定することができる。この場合、本明細書においては
、典型的には、電子顕微鏡等の観察手段により観察された１００個以上の粒子の平面視像
（例えば、二次電子像等）について求めた円相当径の算術平均値を平均粒子径として採用
している。
【００４３】
　なお、造形用材料を構成する一次粒子（結合状態にある第１粉末および第２粉末）に関
する「平均粒子径」は、例えば、比表面積から算出される球形粒子の直径（球相当径）と
して算出される値を採用することができる。かかる一次粒子の平均粒子径（Ｄａｖｅ）は
、造形用材料全体の比表面積をＳｍ、密度をρとしたとき、次式：Ｄａｖｅ＝６／（ρＳ
ｍ）；に基づき求めることができる。ここで、造形用材料の密度ρは、造形用材料を組成
分析する等して第１粉末および第２粉末の組成とその割合を算出し、第１粉末および第２
粉末を構成する各材料の密度を配合割合に応じて足し合わせた値（加重合計値）を採用す
ることができる。
【００４４】
　なお、比表面積は、例えば、比表面積測定装置（マイクロメリティックス社製、Ｆｌｏ
ｗＳｏｒｂＩＩ ２３００）を用い、連続流動法により測定されたＮ２等のガス吸着量か
ら、ＢＥＴ法により算出した値とすることができる。この比表面積測定は、ＪＩＳ Ｚ ８
８３０：２０１３（ＩＳＯ９２７７：２０１０）に規定される「ガス吸着による粉体（固
体）の比表面積測定方法」に準じて測定することができる。
【００４５】
　＜比表面積＞
　なお、造形用材料の比表面積については、特に限定はされないものの、例えば、０．１
ｍ２／ｇより大きいことが好ましい。すなわち、かかる造形用材料は、比表面積が（極め
て）大きい二次粒子を主として構成されているほうが好ましい。具体的には、例えば、シ
リカ（ＳｉＯ２）の比重が２．２ｇ／ｍｌであることから、半径がｒｍの真球のシリカ粒
子の比表面積は１．３６／ｒ×１０－６ｍ２／ｇで表される。したがって、例えば、半径
が３０μｍの真球のシリカ粒子の比表面積は０．０４５ｍ２／ｇで表される。また、αア
ルミナ（Ａｌ２Ｏ３）の比重が３．９８ｇ／ｍｌであることから、半径がｒｍの真球のア
ルミナの比表面積は０．７５／ｒ×１０－６ｍ２／ｇで表される。したがって、例えば、
半径が３０μｍの真球のアルミナ粒子の比表面積は０．０２５ｍ２／ｇで表される。さら
には、市販の溶融粉砕した微粉アルミナを、ＪＩＳ Ｚ ８８３０：２０１３（ＩＳＯ９２
７７：２０１０）「ガス吸着による粉体（固体）の比表面積測定方法」の規定に準じて測
定すると、約０．１ｍ２／ｇ程度となる。これに対し、ここに開示される造形用材料の比
表面積は０．１ｍ２／ｇ以上が好ましい。このような比表面積の増大に伴い、ここに開示
される造形用材料は、表面形態が三次元的に入り組んだ複雑な形状（構造）を有すること
になる。すなわち、実質的な寸法（例えば、表面の凹凸部分の厚み等）は、造形用材料自
体の平均粒子径に拘束されることなく、大幅に低減され得る。したがって、このような極
めて大きな比表面積を有することにより、融点の高いセラミック材料であっても、比較的
低温のレーザ等の熱源の熱を効率良く吸収して十分な軟化および溶融が実現され得る。延
いては、セラミックを含む三次元造形物を効率良く作製することが可能な造形用材料が提
供される。
【００４６】
　また、比較的低温の熱で積層が可能とされるため、粒成長が抑制され得る温度における
積層造形が可能とされる。加えて、融点の低い元素を含む二次粒子であっても熱により造
形用材料の組成が変化され難い。したがって、作製される三次元造形物の組成を簡便に制
御することが可能となる。よって、かかる二次粒子の比表面積は、特に範囲は制限はされ
ないものの、より広大であることが望ましく、０．１ｍ２／ｇ以上であることが好ましい
。
【００４７】
　＜粒度範囲＞
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　造形用材料の粒度範囲は、粉末積層造形に使用される装置の種類や条件に応じて適宜設
定されることが好ましい。例えば、具体的には、造形用材料の粒度範囲は、５～２０μｍ
、４５～１５０μｍ、５～７５μｍ、３２～７５μｍ、１５～４５μｍ、２０～６３μｍ
、あるいは２５～７５μｍのように適宜調整することができる。
　なお、造形用材料の粒度範囲は、その造形用材料を構成する粒子群に、どの様な大きさ
（粒子径）の粒子が、どの様な割合（造形用材料の全体を１００体積％としたときの相対
粒子量）で含まれているかを示す。また「粒度範囲」とは、その造形用材料の粒子径の下
限と上限までの幅（広がり）を示す指標である。本明細書における粒度範囲の下限の値は
、造形用材料中に占めるその値以下の粒子径を有する粒子の割合が５％以下であることを
意味している。また、粒度範囲の上限の値は、造形用材料中に占めるその値以上の粒子径
を有する粒子の割合が５％以下であることを意味している。なお、造形用材料の粒度分布
については、当該造形用材料の粒度に応じた適切な粒度分布測定装置により測定すること
ができる。例えば、ロータップ試験機（ＪＩＳ Ｒ６００２参照）や、レーザ回折／散乱
方式を採用する測定器を用いて求められる。また、例えば粒度範囲が５～７５μｍである
造形用材料であれば、５μｍ以下の粒子径を有する粒子の割合が５％以下であり、かつ、
７５μｍ以上の粒子径を有する粒子の割合は５％以下であることを意味する。
【００４８】
　＜真円度＞
　さらに、ここに開示される造形用材料を構成する造粒焼結粒子は、平均真円度が１．５
未満（例えば、１以上１．５未満）であるのが好ましい。なお、かかる平均真円度は、造
形用材料を構成する二次粒子の平均真球度を間接的に表し得る指標として採用されたもの
であり、当該二次粒子を任意の方向から平面視した場合の平均真円度を意味している。し
たがって、かかる平均真円度は、当該二次粒子が、必ずしも二次元的に真円に近い形態で
あることを意図するものではなく、本質的には、三次元的に真球に近い形態であることを
意図するものである。
【００４９】
　特に、造形用材料はセラミックを含む第１粉末を含んでいる。一般に、球形化処理が施
されていないセラミックは、結晶性が高いことから結晶系の外形がそのまま粒子の形態と
なって表れやすい傾向がある。とりわけ、粉砕物であるセラミック粒子は、結晶面に沿っ
て破砕されているためにその傾向が強かった。また、理想的な結晶系の外形を示さない場
合であっても、特定の結晶面が組み合わされてなる多面体に近い形態をその外形に表し得
るものであった。したがって、結晶系に由来する稜や隅角（頂点であり得る）や角部を有
するセラミックを含む二次粒子からなる第１粉末は、そのままで用いると流動性が低下し
がちであった。つまり、造形エリアへの供給の際に、セラミックを含む二次粒子同士が互
いにかみ合ったりして、平坦化が困難となり得る。
【００５０】
　これに対し、この造形用材料は、セラミックを含む第１粉末以外に、金属を含む第２粉
末を含む。また、二次粒子の形態であるため、外形が真球に近くなり、例えば、当該粒子
を構成するセラミックの結晶性を反映した結晶面や稜、隅角、角部等の影響が低減される
。これにより、セラミックを含むにもかかわらず、造形用材料の流動性を著しく高めるこ
とができる。換言すると、ここに開示される造形用材料において、第１粉末は、セラミッ
クの高い結晶性が反映された形態であってよく、例えば、角柱状、塊状等の外形であって
も、上記の平均真円度を満たすことで、高い流動性を確保することが可能とされる。なお
、かかる平均真円度は、例えば、平均アスペクト比等の指標では表し得ないレベルの平均
真球度を反映し得る指標であり得る。これにより、粉末積層造形の平坦化工程において、
その流動性が高められるかかる造形用材料の平均真円度は、可能な限り１に近いことが好
ましく、１以上の値であり得る。また、平均真円度は、２．７以下であるのが好ましく、
２．０以下がより好ましく、１．５以下、例えば、１．２以下であり得る。
【００５１】
　本明細書における、造形用材料を構成する造粒焼結粒子の「真円度」とは、電子顕微鏡
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等の観察手段により観察された１００以上の二次粒子の平面視像（例えば、二次電子像等
）について求められた真円度の算術平均値を意味する。また、真円度は、二次粒子の平面
視像において、当該二次粒子の輪郭の長さである周囲長と、かかる輪郭で囲まれた面積と
から、下記式により規定される値である。なお、かかる真円度は、二次粒子の表面形態の
滑らかさをより反映しやすい指標であり、幾何学的円（真円）は真円度＝１となり、真円
から離れるにつれて真円度は１より大きな値となる。かかる平均真円度は、例えば、適切
な倍率で取得した電子顕微鏡像を画像処理ソフト等を用いて解析することで求めることが
できる。
　　真円度＝（周囲長２）÷（４×π×面積）
【００５２】
　＜アスペクト比＞
　なお、造形用材料を構成する造粒焼結粒子の外形については、平面視における平均アス
ペクト比が１．４未満であるとより好ましい。というのは、上記のとおり、平均真円度が
より１に近い二次粒子において、真円度は、二次粒子の全体的な形態よりも表面形態をよ
り反映するものであり得る。換言すると、上述の真円度は、真円に近い二次粒子を評価す
る場合については、二次粒子の平面視における輪郭線がミクロなレベルで複雑になればな
るほど、その値は二次粒子の全体の外形の変化の度合いを超えて大きくなりやすい傾向に
ある。したがって、真円度に加えて、さらにアスペクト比により二次粒子の外形について
規定することで、全体としての外形がより真球に近い、すなわち平面視においては真円に
近い、二次粒子とすることができる。
　かかる平均アスペクト比は、造形用材料の流動性を考慮すると、１．５以下であるのが
好ましく、１．３以下であるのがより好ましい。さらには、例えば、１．１５以下とする
ことができ、１あるいは１により近いことが望ましい。
【００５３】
　本明細書において「アスペクト比」とは、電子顕微鏡等の観察手段により観察された１
００以上の二次粒子の平面視像（二次電子像等）について求められたアスペクト比の算術
平均値を意味する。かかるアスペクト比は、当該二次粒子の相当楕円における長軸の長さ
をａ、短軸の長さをｂとしたとき、ａ／ｂで定義される。また、相当楕円とは、当該二次
粒子と同面積で、かつ一次および二次モーメントが等しい楕円をいう。かかる平均アスペ
クト比は、例えば、適切な倍率で取得した電子顕微鏡像を画像処理ソフト等を用いて解析
することで求めることができる。
【００５４】
　＜フラクタル次元＞
　また、造形用材料を構成する造粒焼結粒子については、平均フラクタル次元が１．５未
満であることも好ましい態様の一つである。かかる二次粒子は、表面形態がミクロなレベ
ルで複雑なものであり得る。したがって、かかる粒子表面の複雑な形態を更に多様な指標
で規定することで、外形がより真球に近い造形用材料とすることができる。フラクタル次
元は、個々の粒子表面の複雑な形態を測るために広く一般に利用される指標であり、平均
フラクタル次元はここに開示される造形用材料の表面の滑らかさを指し図るには好適な指
標であり得る。平均フラクタル次元を１．５未満に規定することで、さらに流動性の向上
された造形用材料を実現し得る。かかる平均フラクタル次元は、造形用材料の流動性を考
慮すると、１．１以下であるのが好ましく、１．０５以下であるのがより好ましい。
【００５５】
　本明細書において、「フラクタル次元」とは、電子顕微鏡等の観察手段により観察され
た１００以上の二次粒子の平面視像（二次電子像等）について求められたフラクタル次元
の算術平均値を意味する。また、本明細書において、フラクタル次元は、ディバイダーズ
メソッドにより求められる値を採用しており、二次粒子の平面視像における当該二次粒子
の周囲長とストライド長の対数を関連づける関数の、線形部分の傾きとして定義される。
かかるフラクタル次元の測定値は、１（＝実線）以上２（＝平面）未満の値となり、１に
近い程二次粒子の表面が滑らかなことを意味する。かかる平均フラクタル次元は、例えば
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、適切な倍率で取得した電子顕微鏡像を画像処理ソフト等を用いて解析することで求める
ことができる。
【００５６】
　＜安息角＞
　加えて、ここに開示される造形用材料については、安息角が３９度未満であることも好
ましい態様の一つである。安息角は、従来より粉体の流動性を示すために広く採用されて
きた指標の一つであり得る。そして、例えば、造形用材料が供給装置内および造形装置内
を搬送される際の、自発的な流動性を実際的に反映し得る指標であり得る。したがって、
かかる安息角を小さく規定することで、流動性が高い造形用材料を実現することができる
。延いては、均質な三次元造形物をより生産性良く作製することができる造形用材料であ
り得る。
　かかる安息角は、造形用材料の流動性を考慮すると、３６度以下であるのが好ましく、
３２度以下であるのがより好ましい。さらには、例えば、３０度以下とすることもできる
。安息角の下限に特に制限はないが、安息角が小さすぎると造形用材料が飛散し易くなっ
たり、造形用材料の供給量の制御が困難になったりする場合がある。したがって、おおよ
その目安として、安息角は２０度以上とすることが例示される。
【００５７】
　＜フローファンクション＞
　なお、特に制限されるものではないが、ここに開示される造形用材料は、フローファン
クションが５．５以上であることが好ましい。
　上記の安息角は、無荷重状態での造形用材料の流動性を評価し得る指標であった。一方
で、このフローファンクションは、造形用材料を圧密した状態でせん断応力を測定するこ
とによりその流動特性を評価するものであって、造形用材料のハンドリング性をより実際
的に表現し得る指標となり得る。したがって、かかる構成によっても、例えば、平均粒子
径が３０μｍ未満の造形用材料について流動性が高いと判断することができ、三次元造形
物をより一層生産性良く作製し得る造形用材料を提供することができる。
【００５８】
（造形用材料の製造方法）
　本実施形態における造形用材料は、一次粒子が間隙をもって三次元的に焼結されている
限り、その製造方法は特に制限されない。例えば、好適な例として、以下に、造粒焼結法
により造形用材料を製造する場合について説明する。しかしながら、ここに開示される造
形用材料の製造方法は、これに限定されるものではない。
【００５９】
　　（造粒焼結法）
　造粒焼結法は、原料粒子（第１粉末および第２粉末であり得る）を二次粒子の形態に造
粒したのち焼成することで、個々の粒子を焼結する手法である。造粒に際しては、公知の
各種の造粒法を適宜利用することができる。例えば、造粒法として、乾式造粒あるいは湿
式造粒等の造粒方法を利用することができる。具体的には、例えば、転動造粒法、流動層
造粒法、撹枠造粒法、破砕造粒法、溶融造粒法、噴霧造粒法、マイクロエマルション造粒
法等が挙げられる。なかでも好適な造粒方法として、噴霧造粒法が挙げられる。
【００６０】
　噴霧造粒法によると、例えば、以下の手順で造形用材料を製造することができる。すな
わち、まず、所望の組成および寸法を有する第１粉末および第２粉末を用意する。必要に
応じてその表面を保護剤等により安定化させる。そしてかかる安定化された原料粒子とし
ての粉末を、例えばバインダと、必要に応じて含まれる有機材料等からなるスペーサー粒
子等とともに適切な溶媒に分散させて噴霧液を用意する。原料粒子の溶媒への分散には、
例えば、ホモジナイザー、翼式撹拌機等の混合機、分散機等を用いて実施することができ
る。これにより、第１粉末と第２粉末とは噴霧液中で均一に分散される。そしてこの噴霧
液を、超音波噴霧機等を利用して噴霧し、液滴を形成する。かかる液滴を、例えば、気流
に載せて連続炉を通過させることで溶媒成分を除去して乾燥させる。これにより、第１粉
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末および第２粉末がバインダにより間隙を以て３次元的に結合された状態の二次粒子を得
ることができる。
【００６１】
　次いで、造粒された二次粒子を焼成することで、かかる二次粒子中に含まれる第１粉末
および第２粉末を焼結させる。これにより、原料粒子同士を強固に結合（焼結）させるこ
とができる。この造粒焼結法では、例えば、上記の造粒法において超音波噴霧した液滴を
乾燥させた後、引きつづき気流に載せて連続炉を通過させながら焼結させるとよい。具体
的には、例えば、超音波噴霧した液滴を、連続炉内を搬送させながら、炉内の比較的上流
に設けられる低温ゾーンで乾燥させて溶媒成分を除去し、次いで、炉内の比較的下流に設
けられる高温ゾーンで焼成する。このとき、造粒された原料粒子は互いの接点で焼結され
て、造粒形状を概ね維持して焼結される。焼結に際してバインダは消失する。スペーサー
粒子を用いる系では、焼成によりこのスペーサー粒子も消失する。これにより、一次粒子
が間隙をもって焼結された二次粒子の形態の粒子からなる造形用材料を得ることができる
。造粒粒子は液滴から焼成まで気流によって運ばれる。したがって、概ね球形に近い造粒
焼結粒子を得ることができる。
【００６２】
　なお、上記の製造工程において、原料粒子とともにスペーサー粒子を使用して造粒粒子
を作製することもできる。噴霧された液滴が乾燥された状態では、原料粒子とバインダと
が均一な混合状態になり、原料粒子はバインダにより結着されて混合粒子を構成している
。したがって、原料粒子とともにスペーサー粒子を使用する系では、原料粒子とスペーサ
ー粒子とが均一な混合状態でバインダにより結着されて混合粒子を構成している。そして
、この混合粒子が焼成されることで、バインダ（およびスペーサー粒子）が消失する（燃
えぬける）とともに、原料粒子が焼結される。このことにより、一次粒子が十分な間隙を
もって結合された形態の二次粒子が形成される。
【００６３】
　なお、焼結に際し、原料粒子（典型的には第２粉末）はその組成や大きさによっては一
部が液相となって他の粒子との結合に寄与し得る。そのため、出発材料の原料粒子よりも
一次粒子の平均粒子径は大きくなったり小さくなったりする場合がある。例えば、図２は
、焼結が比較的進行した造形用材料を例示するＳＥＭ像である。この図の造粒焼結粒子は
、金属粉末の割合が多く、比較的焼結が進んでいる。そのため、金属粉末が大きく溶融し
た部分では、一次粒子が比較的密に焼結している。しかしながら、造粒焼結粒子であるた
め、造粒時に形成された空隙は明瞭に存在し得る。このように、造形用材料における一次
粒子である第１粉末および第２粉末は、原料粒子とほぼ同等の寸法および形状を有してい
てもよいし、原料粒子が焼成により一次粒子が成長したり，結合したり，分割したりして
いてもよい。また、乾燥から焼結までの間に、原料粒子以外の成分の消失および焼成によ
る原料粒子の焼き締まりなどから、液滴のサイズよりも得られる二次粒子の平均粒子径の
ほうが大幅に小さくなり得る。これら、二次粒子および一次粒子の平均粒子径や、一次粒
子間に形成される間隙の大きさおよび割合は、所望の二次粒子の形態に応じて適宜設計す
ることができる。しかしながら、一次粒子間に間隙が全く存在しない造粒粒子は、もはや
ここに開示される発明でいう造粒焼結粒子の効果を発現し難いと考えることができる。し
たがって、ここに開示される発明においては、造粒焼結粒子は、焼結が進んだ場合であっ
ても、少なくとも外部に連通する間隙または気孔（開気孔）を有していることが好ましい
といえる。
【００６４】
　また、上記の製造工程において、特に限定されるものではないが、調製される噴霧液の
原料粒子の濃度は、１０～４０質量％であることが好ましい。添加されるバインダとして
は、例えばカルボキシメチルセルロース、ポリビニルピロリドン、ポリビニルピロリドン
等が挙げられる。添加するバインダは、原料粒子の質量に対して０．０５～１０質量％の
割合で調整されることが好ましい。焼成される環境は、特に制限はされないが、大気中、
真空中もしくは不活性ガス雰囲気中であってもよく、６００℃以上１７００℃以下の温度
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で焼結させることが好ましい。一般に、顆粒強度は、焼成温度を調整することで制御する
ことができる。また、例えば、焼結時間を調整することでも制御することができる。典型
的には、使用する材料に対して焼成温度が高い程、および／または、焼成時間が長い程、
焼結が進行して顆粒強度の高い造形用材料を得ることができる。焼成の温度は、一次粒子
の粒径にもよるが、概ね、例えば、第２粉末における金属の（融点×０．８～０．９５）
程度の温度を目安に好適に設定することができる。特に、有機材料等からなるスペーサー
粒子、バインダ等を用いる場合は、造粒粒子中の有機材料を除去する目的で酸素が存在す
る雰囲気下で焼結されてもよい。必要に応じて、製造された二次粒子を、解砕および分級
してもよい。
【００６５】
（三次元造形物の製造方法）
　以上のようにして得られた造形用材料は、各種の粉末積層造形に適用することができる
。そこで、ここに開示される三次元造形物の製造方法の好適例として、レーザ選択焼結法
（ＳＬＳ）を主として採用した場合を例に、粉末積層造形について説明する。
　ここに開示される三次元造形物の製造方法は、一般的に、以下の工程を含む。
（１）粉末積層造形装置の造形エリアに造形用材料を供給する
（２）当該供給された造形用材料を、造形エリアに均一に薄く堆積させる。これにより、
造形用材料の薄層を形成する。
（３）形成された造形用材料の薄層に、造形用材料を結合（付着）させるためのエネルギ
ーを与えて、造形用材料を結合する工程
（４）固化した造形用材料の上に、新たな造形用材料を供給し（上記工程（１））、以後
、工程（２）～（４）を繰り返すことで積層し、目的の三次元造形物を得る。
【００６６】
　図３は粉末積層造形のための積層造形装置の簡略図の一例を示しており、大まかな構成
として、粉末積層造形が行われる空間である造形エリア１０と、造形用材料を貯留してお
くストック１２と、造形エリア１０への造形用材料の供給を補助するワイパ１１と、造形
用材料を固化するための固化手段（レーザ発振器等のエネルギー供給手段）１３と、を備
えている。造形エリア１０は、典型的には、外周が囲まれた造形空間内を造形面より下方
に有し、この造形空間内に昇降可能な昇降テーブル１４を備えている。この昇降テーブル
１４は、所定厚みΔｔ１ずつ下方に移動することができ、この昇降テーブル１４上に目的
の造形物を造形してゆく。ストック１２は、造形エリア１０の傍に配置され、例えば、外
周が囲まれた貯留空間内に、シリンダー等によって昇降可能な底板（昇降テーブル）を備
えている。底板が上昇することで、所定量の造形用材料を造形面に供給（押し出し）する
ことができる。
【００６７】
１．造形用材料の供給
　このような積層造形装置では、昇降テーブル１４を造形面より所定厚みΔｔ１だけ下げ
た状態で造形エリア１０へ造形用材料２０を供給することで、所定厚みΔｔ１の造形用材
料２０の層を用意することができる。
【００６８】
２．造形用材料の薄層を形成
　このとき、造形面にワイパ１１を走査させることで、ストック１２から押し出された造
形用材料を造形エリア１０上に供給するとともに、造形用材料の上面を平坦化して、均質
な造形用材料２０の層を形成することができる。
【００６９】
３．造形用材料の結合
　そして、例えば、形成された第１層目の造形用材料層２０に対し、第１層目のスライス
データに対応した固化領域にのみ、固化手段１３を介してエネルギーを与えることで、造
形用材料を所望の断面形状に溶融または焼結させ、第１層目の粉末固化層２１を形成する
ことができる。
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【００７０】
４．繰り返し積層造形
　この後、昇降テーブル１４を所定厚みΔｔ１だけ下げて再度造形用材料を供給し、ワイ
パ１１でならすことで第２層目の造形用材料層２０を形成する。そしてこの造形用材料層
層２０の第２層目のスライスデータに対応した固化領域にのみ、固化手段１３を介して熱
源や固化組成物等を与えて造形用材料を固化させて第２層目の粉末固化層２１を形成する
。このとき、第２層目の粉末固化層２１と、下層である第１層目の粉末固化層２１とが一
体化されて、第２層目までの積層体を形成する。
【００７１】
　引き続き、昇降テーブル１４を所定厚みΔｔ１だけ下降させて新たな造形用材料層２０
を形成し、固化手段１３を介して熱源や固化組成物等を与えて所要箇所を粉末固化層２１
とする、との工程を繰り返すことで、目的とする三次元造形物を製造することができる。
【００７２】
　なお、造形用材料を固化するための手段としては、例えば、インクジェットにより造形
用材料を固化するための組成物を噴射する方法や、レーザにより熱を与えて造形用材料を
溶融固化（焼結を含む）する方法、または造形用材料が光硬化の性質をもつものであれば
、その光硬化の特性に合わせて紫外線の照射等が選択される。より好ましくは、造形用材
料を溶融固化する方法であり、例えば、具体的には、造形用材料を固化するための手段が
レーザの場合は、例えば炭酸ガスレーザやＹＡＧレーザを公的に用いることができる。な
お、造形用材料を固化するための手段がインクジェットによる組成物の噴射である場合は
、接着剤としてポリビニルピロリドン、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、
ポリアクリル酸、ポリアクリル酸誘導体、ポリアミド等を含む組成物や、例えば重合開始
剤等を含む組成物を使用することができる。さらに、造形用材料として光硬化の性質を持
つものを使用する場合は、紫外線の波長領域を持つエキシマレーザ（３０８ｎｍ）、Ｈｅ
－Ｃｄレーザ（３２５ｎｍ）、Ａｒレーザ（３５１～３４６ｎｍ）、可視光硬化樹脂を使
用する場合はＡｒレーザ（４８８ｎｍ）等を使用することができる。つまりは、使用する
造形用材料の特性に応じて、適切な造形用材料を固化するための手段を選択することがよ
い。
【００７３】
　ＳＬＳ法とは、３Ｄ ＣＡＤ等から作成したスライスデータに基づき、造形用材料を堆
積させた粉末層にレーザ光を走査させ、粉末層を所望形状に溶融・凝固する操作を、１断
面（１スライスデータ）ごとに繰り返して積層させることで三次元的な構造体を造形する
技術である。また、ＥＢＭ法とは、同様に３Ｄ ＣＡＤ等から作成したスライスデータを
基に、電子ビーム用いて上記粉末層を選択的に溶融・凝固させ、積層することで３次元的
な構造体を造形する技術である。いずれの技術においても、構造体の原料である造形用材
料を所定の造形位置に供給するという工程を含む。特に、ＳＬＳ法やＥＢＭ法においては
、構造体を造形する造形エリア全体に、造形用材料を１断面厚さに対応する厚みで、均一
に薄く堆積する平坦化工程を繰り返す必要がある。この造形用材料の平坦化工程において
、造形用材料の流動性は重要なパラメータであり、作製する三次元造形物の仕上がりに大
きく影響する。それに対して、本発明における粉末積層造形に用いる造形用材料は、流動
性が良好であることから、仕上がりの良好な三次元造形物を作製できる。また、レーザ光
の照射により、気孔の少ない緻密な三次元造形物を造形することができる。このとき、特
にレーザ照射速度を低下する必要がない。これにより、セラミックを含む造形物を、従来
よりも緻密かつ迅速に造形することが可能となる。
【００７４】
　レーザメタルデポジション法とは、具体的には、構造物の所望の部位に造形用材料を提
供して、そこにレーザ光を照射することで造形用材料を溶融・凝固させ、当該部位に肉盛
りを行う技術である。この手法を利用することで、例えば、構造物に摩耗等の物理的な劣
化が発生した場合に、当該劣化部位に造形用材料として当該構造物を構成する材料または
補強材料等を供給し、その造形用材料を溶融・凝固させることで劣化部位等に肉盛りを行
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うことができる。また、この肉盛りをセラミックを含む造形用材料を使用して緻密かつ高
硬度で行うことができる。
【００７５】
　前記実施形態は次のように変更してもよい。
　・　造形用材料中およびそれを構成する二次粒子、さらには二次粒子を構成する一次粒
子は、不可避不純物あるいは添加剤などの主となる成分以外の成分を含有してもよい。つ
まり、純度は特に制限されない。しかしながら、例えば、より機能性の高い三次元造形物
を形成する用途の場合には、意図しない物質（元素）の混入は避けることが好ましく、造
形用材料の純度は高い方が好ましい。かかる観点においては、二次粒子およびそれを構成
する一次粒子の純度は高い方が好ましい。例えば、純度が９５質量％以上であることが好
ましく、さらには９９質量％以上、より好ましくは９９．９質量％以上、例えば９９.９
９質量％以上とすることができる。
　・　これらの造形用材料は、例えば、形成される三次元造形物の色調を調整する目的で
他の元素（例えば、セラミックであれば、移金属元素や、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ等の元素）が導
入されたり、機能性を高める目的で他の元素が導入されるなどしてもよい。また、上記の
造形用材料を構成する元素は、一部がイオンまたは錯体等の形態で含まれていても良い。
【００７６】
　・　造形用材料は、一次粒子が三次元的に結合されてなる二次粒子の形態を有している
造粒粒子（典型的には間隙（気孔）を備えている。）から構成されている粉末であるが、
前記二次粒子以外の形態を有する粒子を含有してもよい。ただし、前記二次粒子以外の粒
子の含有量はできるだけ少ないことが好ましい。その理由としては、まず、本発明は、一
次粒子が間隙をもって三次元的に結合されてなる二次粒子から構成されている造形用材料
を粉末積層造形に用いることで、従来よりも緻密な造形物を造形できることを見出したも
のである。よって、造形用材料の全体量に対して、特定の形態を示す二次粒子の比率が多
いほど、本発明の効果は大きくなる。換言すれば、造形用材料の全体量に対して、特定の
形態を示す二次粒子の比率が少なくなると、本発明の効果が得にくくなる。
【００７７】
　また、本発明の特定の形態を示す二次粒子は、次のような考え方に基づき、さらに良い
効果を発揮する。例えば、金属粒子、セラミック粒子等の複数種類の単一粒子を混合して
造形用材料とすると、比重が異なるため、比重の大きな材料からなる粒子は下へ、逆に比
重の小さな粒子は上へ行く傾向にあり、造形用材料中で成分の偏りが生じる。一方で、本
発明のように特定の形態を示す二次粒子とすれば、例えば、金属粒子とセラミック粒子が
混在するサーメット粒子を二次粒子とする場合や、複数の材料粒子を混合して二次粒子を
形成する場合においても、二次粒子としての比重は均一であるため、造形用材料中で成分
の偏りが生じることは少なく、製造される三次元造形物の仕上がりが向上する。このこと
からも、造形用材料の全体量に対して、特定の形態を示す二次粒子の比率が多い方が好ま
しい。よって、二次粒子の造形用材料に対する含有量の下限は、好ましくは９０重量％で
あり、より好ましくは９５重量％である。また、上限は通常９８重量％であり、添加剤な
どの二次粒子以外の成分の混合により本発明の効果を損なわない程度に適宜調整されても
よい。
【００７８】
　＜実施例＞
　以下、本発明に関する実施例を説明するが、本発明を以下の実施例に示すものに限定す
ることを意図したものではない。
【００７９】
　セラミック粉末（第１粉末）として、平均粒子径が３．０μｍのタングステンカーバイ
ド（ＷＣ）と、平均粒子径が４．５μｍのクロムカーバイド（ＣｒＣ）の粉末を用意した
。金属粉末（第２粉末）として、平均粒子径が２μｍのコバルト（Ｃｏ）と、平均粒子径
が９μｍのニッケルクロム合金（Ｎｉ－２０％Ｃｒ）の粉末を用意した。
【００８０】
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　用意したセラミック粉末と金属粉末とを、表１に示す割合で配合し、混合、造粒したの
ち焼結することで、造粒焼結粉を作製した。具体的には、まず、セラミック粉末と金属粉
末とを所定の配合で混合し、この混合粉末１００質量％に対して３質量％のバインダー（
ＰＶＡ：ポリビニルアルコール）と共に溶媒（水およびアルコールの混合溶液等）に分散
させることで、スラリーを調製した。次いで、このスラリーを、噴霧造粒機および乾燥焼
結炉等を用い、液滴状に造粒したのち乾燥させ、焼結させることで、造粒焼結粒子（二次
粒子）を製造した。なお、液滴の乾燥温度は２００℃とし、焼結温度は、用いた金属粉末
における金属の融点（Ｔｍ）の９割程度の温度（０．９×Ｔｍ℃）とした。なお、セラミ
ック粉末と金属粉末との配合が同じ例においては、最も番号の小さい例における焼結温度
を０．９×Ｔｍ℃とし、例の番号が増えるごとに焼結温度を１０℃高くした。この造粒焼
結粒子を必要に応じて分級することで、造形用の造形用材料（例１～２３）とした。
【００８１】
　なお、得られた造形用材料の平均粒子径、顆粒強度および嵩密度を測定し、その結果を
表１に示した。
　［平均粒子径］
　造形用材料の平均粒子径は、原料粉末の平均粒子径と同様、レーザ回折／散乱式粒度測
定器（株式会社堀場製作所製、ＬＡ－３００）を用いて測定したＤ５０粒径を採用した。
造形用材料は、必要に応じて分級（ふるい分け）することで、平均粒子径が３０μｍとな
るように粒度を調整した。造粒焼結粒子の平均粒子径の測定結果を、表１の「Ｄ５０」の
欄に示した。
【００８２】
　［顆粒強度］
　造形用材料の顆粒強度は、各造形用材料から任意の１０個の造粒焼結粒子を選定し、こ
れらの造粒焼結粒子の破壊強度を微小圧縮試験装置（株式会社島津製作所製、ＭＣＴ－５
００）を用いて測定し、その算術平均を算出することで求めた。具体的には、各造粒焼結
粒子について、圧縮強度試験にて得られた臨界荷重をＬ［Ｎ］、平均粒子径をｄ［ｍｍ］
としたとき、造粒焼結粒子の顆粒強度σ［ＭＰａ］は、次式：σ＝２．８×Ｌ／π／ｄ２

；で算出される値を採用した。臨界荷重は、造粒焼結粒子に対して一定速度で増加する圧
縮荷重を圧子で加えたときに、造粒焼結粒子が崩壊したとき（圧子の変位量が急激に増加
した時）に造粒焼結粒子に加えられていた圧縮荷重の大きさである。造粒焼結粒子の顆粒
強度の測定結果を、表１の「顆粒強度」の欄に示した。
【００８３】
　［嵩密度］
　嵩密度は、ＪＩＳ Ｚ２５０４：２０１２に規定される金属粉－見掛密度測定方法に準
じて測定される値を採用している。具体的には、直径２．５ｍｍのオリフィスから自然に
流れ出す粉末により、所定の容量の容器を自然充填の状態で満たしたときの、当該粉末の
質量を測定することで、嵩密度を算出する。本明細書においては、嵩密度の測定に、金属
粉用のＪＩＳカサ比重測定器（筒井理化学器械株式会社製）を用いて測定した値を採用し
た。
【００８４】
　［選択的レーザ溶融法（セレクトレーザメルティング法；ＳＬＭ）］
　上記で用意した造形用材料を、粉末積層造形である選択的レーザ溶融法により積層造形
することで三次元造形物を得た。積層造形には、レーザ焼結型粉末積層造形システム（Ｓ
ＬＭ ｓｏｌｕｔｉｏｎ社製、ＳＬＭ１２５ＨＬ）を用いた。本例では、造形物の観察が
容易となるように、粉末積層造形システムの造形エリア（造形テーブル）に基板を設置し
、この基板上に造形物を造形するようにした。基板としては、アルミナ板を用いた。具体
的には、上記の造形材料を１層あたり５０μｍの厚みで造形エリアのアルミナ板上に供給
し、装置に付随のワイパで造形材料を平坦化して造形材料の堆積層（薄層）を形成した。
その造形材料からなる薄層に対してファイバーレーザを２次元的に照射し、まずは層状の
造形物（１層目）を形成した。そして、造形用材料の供給と平坦化の工程、それに対して
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を得た。なお、加工時の条件として、レーザ焦点は約１５０φμｍ、レーザ出力は１００
Ｗ、レーザ走査速度は３００ｍｍ／ｓｅｃ、温度環境は常温、造形用材料周囲の雰囲気は
Ａｒガスとした。
【００８５】
　［気孔率］
　作製した三次元造形物の仕上がりを評価する指標として、三次元造形物の気孔率を測定
した。気孔率は、それぞれの三次元造形物を造形方向（厚み方向）で切断した研磨断面に
対して、画像解析法により測定された値を求めた。具体的には、三次元造形物の断面の画
像を取得し、画像解析ソフトを用いて三次元造形物の断面を気孔部と固相部（造形された
造形物部分）とに分離する２値化を行い、全断面積に占める気孔部の面積の割合を気孔率
として算出した。
【００８６】
　なお、気孔率の測定には、走査型電子顕微鏡（Scanning Electron Microscope：ＳＥＭ
；株式会社日立ハイテクノロジーズ製、Ｓ－３０００Ｎ）による観察像（好適には、二次
電子像、組成像あるいはＸ線像のいずれかであり得る。）を用いた。参考のため、例１お
よび例６の造形物についてのＳＥＭ像を図４（ａ）および（ｂ）に順に示した。また、画
像解析ソフトとしては、Ｉｍａｇｅ－Ｐｒｏ（Ｍｅｄｉａ　Ｃｙｂｅｒｎｅｔｉｃｓ社製
）を使用した。三次元造形物の気孔率の測定結果を、表１の「気孔率」の欄に示した。気
孔率は、１０％以下の場合は「○」、１０％より大きく２０％以下の場合は「△」、２０
％より大きい場合は「×」とした。本実施形態では、「△」となった例はなかった。
【００８７】
　［均一性］
　また、上記の気孔率の測定の際に行ったＳＥＭ観察により、造形物の組織の均一性を調
べた。具体的には、セラミックと金属とを含む造形物の断面のＳＥＭ観察において、気泡
の発生の様子や、微細組織におけるセラミック相と金属相との大きさや分散の程度を確認
した。その結果、気泡の分布に偏りが少なく、セラミック相と金属相との大きさや分散の
程度が概ね均一であると判断できる場合を「○」、気泡の分布に明らかな偏りが見られた
り、セラミック相と金属相との大きさや分散の程度が均一とはいえないと判断した場合を
「×」として、表１に示した。
【００８８】
　［硬度］
　それぞれの造形物に対して、ＪＩＳ Ｚ２２４４：２００９およびＪＩＳ Ｒ１６１０：
２００３に規定されるビッカース硬さ試験方法に基づき測定した。具体的には、硬微小硬
度測定器（株式会社島津製作所製、ＨＭＶ－１）を用い、三次元造形物の表面に対面角１
３６°のダイヤモンド圧子を試験力１．９６Ｎで押圧したときに得られる圧痕から、ビッ
カース硬さ（Ｈｖ０．２）を算出した。また、上記三次元造形物を作製した造形用材料と
同じ造形用材料のバルク体の表面について同様にビッカース硬さ（Ｈｖ０．２）を算出し
た。その結果を、表１の「硬度」の欄に示した。
【００８９】
　［１層あたりの造形厚み］
　造形精度や造形速度を評価する指標として、レーザ１走査あたり（すなわち１層あたり
）の造形厚みを求めた。１層あたりの造形厚みは、得られた造形物の全厚みを測定し、こ
れを積層数（厚み方向でのレーザ走査回数）で除することで算出される値を採用した。造
形物の全厚みは、上記の気孔率の測定の際に行ったＳＥＭ観察により、造形方向（厚み方
向）で切断した研磨断面における造形物の厚みを測定することで得た。造形物の全厚みは
、各造形物に対して、３視野以上のＳＥＭ観察像について、各視野ごとに３点以上で測定
し、その平均値を採用した。その結果を、表１の「１層厚み」の欄に示した。
【００９０】
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【表１】

【００９１】
　［評価］
　例１～１２に示されるように、セラミック粉末（ここではＷＣ）に対して金属粉末（Ｃ
ｏ）を混合し、造粒粉末とすることで、３次元造形が可能であることがわかった。ここで
、得られた造形物の気孔率はいずれも２０％以下であり、通常のオペレーションで従来の
セラミックまたはサーメットからなる粉末材料よりも緻密な造形物を簡便に造形できるこ
とが確認された。また、得られた造形物の硬度は、概ね、造形用材料における金属粉末と
セラミック粉末との配合により、調整できる傾向にあることもわかった。すなわち、概ね
、造形用材料におけるセラミック粉末と金属粉末との質量比が５０：５０程度の場合をピ
ークとして、造形物の硬度が変化する傾向にあることがわかった。
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　しかしながら、例えば、一層厚みは、セラミック粉末と金属粉末との配合割合によらな
いことがわかる。一層厚みは、積層造形における造形速度や、造形精度に影響を与え得る
ファクターである。
【００９２】
　積層造形の様子の観察によると、例１，８，１２の造形用材料を用いた造形では、造形
用材料に熱源であるレーザを照射した際に、造形用材料が飛散してしまう様子が見て取れ
た。これは、例１，８，１２の造形用材料の顆粒強度が１ＭＰａと低いことから、造粒状
態にあった造形用材料がレーザ照射による衝撃で破壊されてしまったことによるものと考
えられる。そしてその結果として、一層厚み、すなわち造形効率が低減されたものと考え
らえる。造形用材料の層を５０μｍとしたときの１層厚みが３５μｍ（７０％）を下回る
と、例えば、かかる一層厚みを考慮して造形を行う必要がある。また、造形速度が遅くな
るという欠点もある。したがって、造粒焼結粒子の形態の造形用材料については、顆粒強
度が１ＭＰａよりも高く、例えば１０ＭＰａ程度以上であるのがよいといえる。
【００９３】
　一方で、例５，１７の造形用材料を用いた造形では、造形用材料の造粒強度が強いため
に材料の飛散は見られなかった。しかしながら、例えば例４に示されるように、造形用材
料の顆粒強度が高すぎる場合（１００００ＭＰａ）は、セラミック粉末と金属粉末との焼
結が十分に進行性して通常の二次粒子の形態に基づく効果が低減されたものと考えること
ができる。つまり、金属粉末が完全に溶融してセラミック粉末と一体化しており、二次粒
子は空隙のない緻密な粉末になっていると考えられる。このような粒子はもはや造粒焼結
粒子の体を為していないと考えられる。この場合、１つの粒子にレーザを照射しても、こ
の粒子の嵩比重は高く、溶融すべき材料が増大しており、粒子自体が溶融し難くなる。こ
のため溶融しなかった粒子が生じ、かかる粒子は造形に寄与し得ず、結果として一層厚み
が薄くなってしまったと考えられる。したがって、造粒焼結粒子の形態の造形用材料につ
いては、顆粒強度が１００００ＭＰａまで高すぎない方がよいことがわかった。顆粒強度
は、例えば５０００ＭＰａ以下程度を目安にするとよいことがわかった。
【００９４】
　なお、顆粒強度が低い例１，８，１２の造形用材料を用いた場合は、顆粒強度が十分な
例５～７、９～１１の造形用材料を用いた場合と比較して、造形時の造形用材料の状態が
極めて不安定となる。その結果として、造形物の気孔率が小さくなったり、組織が不均一
となり、硬度が低下するといった影響が出たものと考えられた。例えば、例１の造形用材
料を用いた場合、得られた造形物の気孔率は２０％程度であり、図４（ａ）に示すような
比較的ポーラスな組織の造形物が得られた。これに対し、例６の造形用材料を用いた場合
、造形物の気孔率は０．５％にまで低減され、その造形物は、図４（ｂ）に示すような緻
密な組織を有することが確認された。したがって、気孔率を低くしたり、より均一な組織
で高硬度の造形物を得るとの観点からも、造形用材料の顆粒強度を適切に調整することが
必要であることがわかる。
【００９５】
　なお、参考までに、例１の造形用材料は、セラミック粉末（ここではＷＣ）に１０質量
％の金属粉末（ここではＣｏ）を配合したものであり、得られた造形物の気孔率は２０％
程度であった。この例１の造形物は、例えば非特許文献２において造形された造形物（Ｗ
Ｃ－１０％Ｃｏ粉末および、これにＣｕ－２０％Ｓｎ粉末を添加した粉末による積層造形
物）と比較した場合、十分に緻密であるといえる。
【００９６】
　なお、例１３～２３は、セラミック粉末としてクロムカーバイド（ＣｒＣ）を、金属粉
末としてＮｉＣｒ合金を用いて作製された造形用材料を用いた例である。なお、ＣｒＣは
耐摩耗性材料として汎用されており、ＮｉＣｒ合金は、インコネル、インコロイ、ハステ
ロイ等に代表される耐熱合金である。例えば、本例では、金属粉末の平均粒子径に対して
、セラミック粉末の平均粒子径がおおよそ１／２の大きさとなっている。ここに開示され
る造形用材料は、このようなＣｒＣ、ＮｉＣｒ合金を用いた場合であっても造形物を製造
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し得ることわかった。しかしながら、例えば、１層厚みが３５μｍを下回らないようにし
ようとすると、造粒粒子の顆粒強度を１ＭＰａよりも高く、例えば１０ＭＰａ程度以上で
あって、１００００ＭＰａ未満、例えば５０００ＭＰａ以下程度を目安にするとよいこと
がわかった。
【００９７】
　以上、本発明を好適な実施形態により説明してきたが、こうした記述は限定事項ではな
く、種々の改変が可能であることはいうまでもない。なお、具体的には示さないが、同様
のことが、セラミック粉末としてホウ化モリブデン（ＭｏＢ）を、金属粉末としてハステ
ロイを用いた造形用材料、セラミック粉末としてアルミナ（Ａｌ２Ｏ３）を、金属粉末と
してインコネルを用いた造形用材料、セラミック粉末としてシリコンカーバイド（ＳｉＣ
）を、金属粉末としてＳＵＳ３０４鋼を用いた造形用材料、セラミック粉末として窒化ア
ルミニウム（ＡｌＮ）を、金属粉末として炭素鋼を用いた造形用材料、セラミック粉末と
して窒化ホウ素（ＢＮ）を、金属粉末としてマルエージング鋼を用いた造形用材料、セラ
ミック粉末としてボロンカーバイド（Ｂ４Ｃ）を、金属粉末としてＴｉ－６Ａｌ－４Ｖ合
金またはＴｉ－Ａｌ合金を用いた造形用材料等において確認している。当業者であれば、
ここに開示される技術の本質とその利点については、様々な態様を含めて実現し得ること
を理解できる。
【符号の説明】
【００９８】
１０　　造形エリア
１１　　ワイパ
１２　　造形用材料ストック
１３　　造形用材料を固化するための手段
１４　　昇降テーブル
２０　　造形用材料層
２１　　粉末固化層
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